
 
 
 
 
 

スパイラログで考える 

SDGs 7 
「エネルギーをみんなにそしてクリーンに」 

 
 
 
 
 
SDGs目標7「エネルギーをみんなにそしてクリーンに」について、スパイラログを使って話し合い
ます。 
 
スパイラログ（Spiralog）は、らせん（Spiral）+ 会話（Dialogue）の合成語。単純な円運動ではな
く、らせん状に「上昇」していく話し合いであり、同じ話題に戻っても、より高い次元で議論が深

まっていくように設計されています。 
 
スパイラログでは、 
 
REALIST（現実主義者） 
ANALYST（分析家） 
CREATOR（創造者） 
 
という三つの相互補完的な視点から議論します。 
 
⚫︎まず、それぞれが意見を表明する「一次立論」を行ないます。 
⚫︎次に、異なる視点間で「循環質問」を行ないます。 
⚫︎そして、質疑応答で得られた気づきをもとに「二次立論」を行ないます。 
⚫︎最後に、これらの議論を通じて得られた知見を統合し「第4の解決策」を共創します。 
 

 



⚫︎スパイラログ基本モデル 
第1ステップ：視点設定 
・以下3種類の視点を設定してグループ分けする 
　REALIST（R）：​ 実現性軸 
　ANALYST（A)：​ 影響範囲軸 
　CREATOR（C）：​ 価値観軸 
・3つの視点は「対立軸」ではなく「補完軸」として設定 
・各グループの視点が「部分的真理」であることを確認 

第2ステップ：一次立論： 
・3つの視点に基づいてR、A、Cそれぞれが意見を発表する 

第3ステップ：循環質問： 
・各グループは他の2グループに対して以下3つの質問する 
・DEEP Q：相手の視点をより深く理解するための探求質問 
・INTER Q：自分たちの視点と相手の視点の相互依存関係を探る関係性発見の質問 
・PIVOT Q：各視点が依拠している前提条件（スパイラルの回転軸）を明らかにする質問 
 
1.DEEP Q 

　1-1: R to A、1-2: R to C、1-3: A to C、1-4: A to R、1-5: C to R、1-6: C to A 
2.INTER Q 

　2-1: R to A、2-2: R to C、2-3: A to C、2-4: A to R、2-5: C to R、2-6: C to A 
3.PIVOT Q 

　3-1: R to A、3-2: R to C、3-3: A to C、3-4: A to R、3-5: C to R、3-6: C to A 
※それぞれQの後に回答タイムを設けるので全部で18回の質疑応答が行なわれる。 

第4ステップ：二次立論 
・質問で得られた知見を参考に、3つの視点を統合し再構築した新しい枠組みを提示する。 
・各グループが「自分の視点を保ちながら、他の視点も活かす方法」を提案。 
・単なる妥協ではなく、ひとつ上のレベルからメタな視点を確保する。 

第5ステップ：協働創発立論 
・3つのグループが協働して「第4の解決策」を創出する。 
・誰も最初には考えていなかった道を探す。 
・Win-Win-Winを超えた「創発的価値」を発見する。 
・正解を探すのではなく、より良い理解を共に創る。 
・部分最適ではなく全体最適を目指す。 

 



第1ステップ：視点設定 
以下の3種類の視点を設定し、各グループの代表者のプロフィールを設定します。彼らは「対立
軸」ではなく「補完軸」として議論に参加します。 
 
 
REALIST（R）：実現性軸​
 

代表者プロフィール： 佐藤 健太（Kenta Sato）  
総合エネルギー企業のベテランエンジニア。現場での長年の経験から、技術的な

実現可能性、コスト、そして何よりも安定したエネルギー供給を重視する現実主

義者。理論だけでなく、具体的な運用やインフラの課題にも精通しており、困難な

課題に対しても着実な解決策を模索するタイプ。 
 
 

ANALYST（A）：影響範囲軸​
 

代表者プロフィール： 田中 聡美（Satomi Tanaka）  
環境政策コンサルタント。国内外のデータと統計に基づいて、政策が社会全体や

環境に与える波及効果を分析する。SDGsのターゲット達成状況、国際的な動
向、そして温室効果ガス排出量の数値目標に詳しく、多角的な視点から問題の

全体像を捉えることを得意とする。 
 
 

CREATOR（C）：価値観軸​
 

代表者プロフィール： 山田 恵子（Keiko Yamada）  
環境NPOの若手活動家。人々の意識変革やライフスタイルの変化、そして倫理
的な価値観からのアプローチを重視する。理想を追求し、共感と行動を促すため

の新しい視点やアイデアを積極的に提案する。特に、エネルギー貧困問題や市

民参加の重要性を訴える。 
 



第2ステップ：一次立論 
3つの視点に基づいて、R、A、CそれぞれがSDGs目標7に関する意見を発表します。 
 
R（佐藤 健太：REALIST）の意見：  
「我々の最大の課題は、安価かつ信頼できる現代的エネルギーサービスへの普遍的アクセスを

確保しながら、クリーンなエネルギーへの移行を進めることです。 
 
日本はエネルギー資源に乏しく、エネルギー自給率が2019年度で12.1%と低い水準にあり、約
88%を海外からの化石燃料輸入に依存しています。特に原油の約90%を中東に依存しており、
国際情勢によってエネルギー価格が高騰するリスクも抱えています。現在の電源構成を見ると、

2019年度は石油37.1%、石炭25.3%、LNG22.4%と化石燃料が大部分を占めています。 
 
再生可能エネルギーはCO2を排出しないという最大のメリットがありますが、季節や天候によっ
て発電量が変動する不安定性があり、比較的に発電コストも高価であるという課題があります。

2030年度の電源構成目標では、再生可能エネルギーを約36-38%に拡大する見通しですが、電
力の安定供給には、投入量を調整できる火力発電や、エネルギー自給率改善に寄与する原子

力発電も当面は不可欠だと考えています。 
 
脱炭素社会の実現を目指す中で、温室効果ガスの排出量を大幅削減するためには、再生可能

エネルギーのさらなる推進が重要ですが、その安定性とコスト低減が技術的な最大のハードル

です。」 
 
 
A（田中 聡美：ANALYST）の意見：  
「SDGs目標7は『気候変動対策に関係する目標』であり、その根本には地球温暖化という誰もが
耳にしたことのある環境問題があります。地球温暖化の最も大きな原因は二酸化炭素（CO2）で
あり、人間の影響が大気、海洋及び陸域を温暖化させてきたことには疑う余地がないとIPCCの
報告書でも明記されています。 
 
SDGs目標7には5つのターゲットがあり、『2030年までに、安価かつ信頼できる現代的エネル
ギーサービスへの普遍的アクセスを確保する』ことや、『世界のエネルギーミックスにおける再生

可能エネルギーの割合を大幅に拡大させる』こと、そして『世界全体のエネルギー効率の改善率

を倍増させる』ことが含まれています。 
 
現状では、世界で約7.9億人（2018年）が電気を使えておらず、特にサハラ以南のアフリカに集中
しており、エネルギー不足が人々の日常生活を制限しています。日本も例外ではなく、年平均気

温が100年で1.28℃上昇しています。また、日本は一人あたりの電気使用量が年間7,935キロ
ワット（2019年）と世界平均の2.4倍と多く、コロナ禍でのデジタル化進展により消費電力量はさら
に増加傾向にあります。 
 
このような状況下で、日本がベトナムの石炭火力発電事業に継続して出資していることは、気候

変動対策と逆行するものであり、パリ協定に反しているという批判も出ています。脱炭素社会を

実現するためには、温室効果ガス排出を全体としてゼロにする、つまり排出量を大幅削減し吸

収・除去量と差し引きゼロにするという目標達成が急務です。」 
 
 



 
 
C（山田 恵子：CREATOR）の意見：  
「私は、SDGs目標7が単なる技術や経済の問題ではなく、私たちの暮らしと倫理観、そして未来
世代への責任に深く関わると考えています。 
 
まず、世界に約7.9億人も電気が使えない人々がいるという事実は、現代社会において深刻な不
平等を示しており、安定したエネルギー供給が人々の豊かな暮らしの実現に繋がるという目標7
の意義を強調しています。 
 
再生可能エネルギーは大規模な設備が必須ではなく、燃料輸入も不要なため、電気がない地域

や途上国への導入・普及が可能であり、それが貧困解消や雇用創出にも影響を与えます。 
 
私たち個人の行動も重要です。日本は一人あたりの電気使用量が多く、企業・事業所が61.9%、
運輸部門が22.3%、家庭部門が15.8%のエネルギーを消費しています。節電意識はCO2排出を
抑え、気候変動対策に貢献します。 
 
また、リモートワークや公共交通機関・自転車の活用も運輸部門のCO2排出削減に効果的で
す。企業レベルでは、再生可能エネルギーの導入は、電力会社が提供するプランを活用すること

で比較的容易に始められます。 
 
さらに、スマートホームのようなIoT技術を活用した省エネの暮らしや、クリーンな調理用の燃料
の選択も、私たちの日常生活から気候変動対策に貢献できる新しい価値観を生み出す可能性

があります。 
 
ガソリン車の新車販売禁止の動きが進む一方で、電気自動車の生産時のCO2排出量がガソリン
車の約2倍多いことや、充電電力が火力発電に依存しているといった矛盾と課題も認識し、より
本質的な価値創造を目指すべきです。」 
 
 

 



第3ステップ：循環質問 
各グループが他の2グループに対してDEEP Q、INTER Q、PIVOT Qを投げかけ、その回答をシ
ミュレーションします。 
 

1. DEEP Q（相手の視点をより深く理解するための探求質問） 
1-1: R to A（佐藤から田中へ）​
​ R（佐藤）： 「貴殿はIPCCの報告書を引用され、人間の影響による温暖化に疑いが 

ないとされました。この確実性の高い科学的知見は、貴殿の政策提言において、ど 
のような具体的な優先順位付けや緊急性の判断に繋がっていますか？」 

 
A（田中）： 「IPCCの知見は、温室効果ガスの排出量を向こう数十年の間に大幅に 
削減しなければ、21世紀中に1.5℃および2℃の地球温暖化を超えるという切迫した 
現状を示しています。このため、政策提言では『再生可能エネルギーの割合を大幅 
に拡大させる』『エネルギー効率の改善率を倍増させる』といった目標 を達成する 
ための早期かつ大規模な投資と規制強化を最優先としています。 

 
例えば、日本の2030年度の温室効果ガス総排出量46%減、2050年の実質ゼロ目標に 
向けて、政府の公用車の電動化や政府建築物への太陽光発電設置といった具体的な 
施策をさらに加速させる必要性を訴えています。化石燃料への依存度が高い現状 を 
踏まえれば、クリーンエネルギーへの転換は待ったなしの状況であると認識してい 
ます。」 

 
 
1-2: R to C（佐藤から山田へ）​
​ R（佐藤）： 「個人の節電やスマートホームの導入、公共交通機関の利用といった 

行動変容は、確かにCO2排出削減に寄与すると思いますが、これらが国の総排出量 
やエネルギー自給率に与える影響は定量的にどの程度と見積もっていますか？大規 
模なインフラ投資や産業構造の転換と比較して、そのスケールメリットについてど 
のようにお考えですか？」 

 
C（山田）： 「もちろん、個人の行動変容が直接的に国の総排出量を劇的に変える 
わけではないというご指摘は理解しています。しかし、家庭部門のエネルギー消費 
も全体の15.8%を占め、例えば節電はCO2排出を防ぎ、気候変動対策に貢献します。 
重要なのは、これらの行動が『集合的な意識変革と需要のシフト』を生み出す点で 
す。 

 
Apple社が充電器の同梱をやめることで輸送時のCO2排出量を削減し、サプライヤー 
に100%再生可能エネルギーへの切り替えを促している事例は、消費者側の価値観が 
企業の行動を促す可能性を示しています。 

 
個人の小さな行動が積み重なることで、企業や政府に対する再生可能エネルギー導 
入や効率改善へのインセンティブが高まり、結果として大規模な変革を後押しする 
社会的なムーブメントになると考えています。つまり、部分的な削減効果以上に、 
全体の方向性を変える『触媒』としての役割を重視しています。」  



1-3: A to C（田中から山田へ）​
​ A（田中）： 「貴殿はエネルギー不足が人々の暮らしを制限すると述べられ、再生 

可能エネルギーが途上国の貧困解消に貢献すると強調されました。これはSDGsの 
『誰一人取り残さない』という原則に合致しますが、これらの地域での再生可能エ 
ネルギーの導入を進める上で、どのような具体的な社会実装の障壁や課題が存在す 
るとお考えですか？」 

 
C（山田）： 「途上国や電気がない地域への再生可能エネルギー導入における社会 
実装の最大の障壁は、初期投資コストと、それに伴う技術的・インフラ的な課題だ 
と考えます。たとえ燃料輸入が不要で大規模設備が必須ではないにしても、太陽光 
パネルや小型風力発電の設置、蓄電システムの導入には依然として資金が必要で 
す。 

 
また、維持管理のための技術者の育成や教育も不可欠です。さらに、地域社会の文 
化や習慣、土地利用権の問題など、地域に根ざした社会的な受容性の確保も重要に 
なります。例えば、インドでは約7,935キロワットの年間電力消費量がある とされて 
おり、単に電力を供給するだけでなく、持続的に利用できるような仕組み作りが求 
められます。 

 
したがって、単なる技術供与に留まらず、現地のコミュニティとの協働を通じて、 
教育、資金調達、そして長期的な運用モデルを共に築き上げていくことが成功の鍵 
となります。」 

 
 
1-4: A to R（田中から佐藤へ）​
​ A（田中）： 「貴社は電力の安定供給の観点から化石燃料の必要性を主張されてい 

ますが、ベトナムのブンアン2石炭火力発電事業のように、国内外から気候変動対策 
と逆行するものとして批判を受けている事例 について、その環境負荷と国際的な潮 
流にどう対応していくお考えですか？」 

 
R（佐藤）： 「ご指摘の通り、ブンアン2石炭火力発電事業は多くの批判に直面して 
います。石炭火力発電がCO2を排出するため環境に悪影響を与えることは認識して 
います。 

 
しかし、我々が石炭・石油主体の発電を継続する理由の一つは、石炭が他の化石燃 
料に比べて採掘できる年数が長く、地域が分散しているため、安定供給が期待で 
き、中東への依存リスクを減らせるという点です。 

 
また、原油やLNGに比べて発電コストが低いという経済的な合理性も無視できませ 
ん。ベトナムのような開発途上国では、電力需要が年々増加し、安定した電源が不 
足しているのが現状であり、石炭火力が必要な電源だとされています。 

 
我々は、こうした事業を進める一方で、CO2排出を抑えるための最新技術（例： 
IGCCやCCS）の開発・導入にも力を入れています。国際的な潮流としては、脱炭素 
化の方向性に向かうことは間違いありませんので、既存の技術を最大限活用しつ 
つ、再生可能エネルギーへの転換を加速するための技術開発とインフラ整備を両輪 
で進めていく所存です。」 

 



1-5: C to R（山田から佐藤へ）​
​ C（山田）： 「日本の電力消費量が世界4位であり、一人あたりも世界平均の2.4倍 

という現状で、企業・事業所がエネルギー消費の61.9%を占めていると伺いまし 
た。貴社のような大規模なエネルギー供給企業が、需要側である企業や家庭の『消 
費量削減』に貢献するために、具体的にどのような支援や啓発活動を行うことを検 
討されていますか？」 
 
R（佐藤）： 「ご指摘の通り、需要側のエネルギー効率改善は非常に重要です。当 
社では、企業の皆様に対しては、省エネルギー診断サービスの提供や、高効率な設 
備導入へのコンサルティングを行っています。また、『スマートホーム』のような 
IoTを活用した無駄な電力使用を防ぐ仕組みの推進も、消費電力の把握や家電の遠隔 
操作を通じて節電を促す効果が期待できます。さらに、企業向けには再生可能エネ 
ルギー利用プランの提供 を通じて、自社でのクリーンエネルギー導入を容易にし、 
企業のCO2排出量削減を支援しています。家庭向けには、節電を促すキャンペーン 
や情報提供を行い、エネルギー消費量の把握の重要性を伝えています。 
 
これらは、単に電力を売るだけでなく、社会全体のエネルギー効率の改善に貢献す 
る責任があると考えているからです。エネルギー効率の改善は、2030年までに世界 
全体の改善率を倍増させるというSDGs目標7のターゲットにも含まれており、供給 
側と需要側が一体となって取り組むべき課題です。」 

 
1-6: C to A（山田から田中へ）​
​ C（山田）： 「貴殿は日本の温室効果ガス総排出量が2014年度以降7年連続で減少 

傾向にあると述べられました。これは喜ばしいことですが、その減少の主な要因が 
再生可能エネルギー導入拡大や原子力発電所の再稼働によるものと分析されていま 
す。一方で、ガソリン車の新車販売禁止の動きが進む中、電気自動車は生産時の 
CO2排出量が多く、充電電力が火力発電に依存しているという『矛盾と課題』があ 
るとも指摘されました。政策立案の観点から、このようなシステム全体でのCO2排 
出量を考慮した『真の脱炭素化』をどのように評価し、推進していくべきだとお考 
えですか？」 
 
A（田中）： 「ご指摘の『真の脱炭素化』、つまりライフサイクルアセスメント（ 
LCA）的な視点でのCO2排出量評価は、政策立案において非常に重要です。日本の 
温室効果ガス排出量減少は一定の成果ですが、電気自動車の例が示すように、一見 
クリーンに見える技術の裏に隠れた排出源があることは、政策が考慮すべき重要な 
『矛盾』です。政府は2050年のカーボン・ニュートラル実現に向け、IT機器自体の 
エネルギー効率向上やソフトウェアによる効率的な利用をデータセンターの省エネ 
に繋げるなど、システム全体での効率化を目指しています。政策としては、単に技 
術導入を奨励するだけでなく、サプライチェーン全体でのCO2排出量削減を義務付 
ける、あるいはインセンティブを与えるような仕組みが必要だと考えています。例 
えば、電気自動車の普及を進める際には、再生可能エネルギー由来の電力で充電で 
きるインフラの整備を同時に進めること、あるいはバッテリー生産における環境負荷の低

減技術への投資を促すことが重要です。また、『つくる責任、つかう責任』（SDGs目標12）
の視点を取り入れ、製品の生産から廃棄に至るまでの環境負荷を総合的に評価し、最も

環境負荷の低いソリューションを選択できるような情報開示の義務化なども検討すべきで

しょう。これにより、部分最適ではなく、全体最適を目指すことが可能になります。」 



2. INTER Q（自分たちの視点と相手の視点の相互依存関係を探る
関係性発見の質問） 
2-1: R to A（佐藤から田中へ）​
​ R（佐藤）： 「我々のようなエネルギー供給側が安定供給とコスト効率を追求する 

実現性軸は、貴殿が分析される社会全体のエネルギーミックスや排出量削減目標に 
どのように影響し、またその目標達成のために我々は何を求められますか？」 

 
A（田中）： 「貴社のようなエネルギー供給側の安定供給とコスト効率の追求は、 
社会全体のエネルギーミックスを形成する上で極めて重要な基盤となります。電源 
構成において化石燃料が依然大きな割合を占める現状は、貴社が供給安定性と経済 
性を重視してきた結果とも言えます。しかし、地球温暖化の要因であるCO2の排出 
量増加と、日本の温室効果ガス総排出量を2030年度で46%減、2050年には排出実質 
ゼロという目標達成 を考えると、貴社には『再生可能エネルギーの割合を大幅に拡 
大させる』というターゲットに向けて、さらなる推進が求められます。具体的に 
は、再エネの出力変動を吸収するための送配電網の強化や蓄電技術への投資、そし 
てクリーンなエネルギー技術の研究開発とそのアクセス促進 に、より積極的に取り 
組んでいただくことが、目標達成のための喫緊の課題だと考えています。」 

 
 
2-2: R to C（佐藤から山田へ）​
​ R（佐藤）： 「貴殿が重視される個人の意識変革や行動変容は、我々エネルギー供 

給企業が再生可能エネルギー導入やインフラ整備を進める上で、どのような具体的 
な後押しとなるでしょうか？例えば、消費者の意識が変化することで、高コストな 
再生可能エネルギーへの投資がしやすくなるのでしょうか？」 

 
C（山田）： 「はい、大いに後押しとなると考えています。消費者の意識変革は、 
再生可能エネルギーへの需要を高め、結果として導入コストの低減を加速させる可 
能性を秘めています。消費者が『再生可能エネルギー利用プラン』 を積極的に選択 
したり、高効率な家電やスマートホーム を導入したりすることで、市場からの明確 
なシグナルが企業に送られます。 
 
これは、貴社のようなエネルギー供給企業にとって、再生可能エネルギーへの大規 
模投資の正当性を裏付けるものとなり、企業の社会的責任（CSR）やESG投資 の観 
点からも、再生可能エネルギーへの転換が経営戦略として合理的であると判断しや 
すくなるでしょう。また、節電意識の向上 は、全体の電力需要の抑制に繋がり、新 
たな発電所の建設を抑制する効果も期待できます。このように、個人の価値観と行 
動が、貴社の事業戦略と密接に結びつき、より持続可能なエネルギーシステムへの 
移行を加速させると考えています。」 

 



2-3: A to C（田中から山田へ）​
​ A（田中）： 「貴殿が提唱される社会的な価値観の変革や行動変容 は、政府や国際 

機関が設定するSDGsの具体的な数値目標 や政策効果 の測定において、どのように 
評価・組み込まれるべきでしょうか？その効果を客観的に示すための指標はありま 
すか？」 
 
C（山田）： 「社会的な価値観の変革や行動変容は、直接的なCO2削減量だけでな 
く、その『波及効果』と『持続可能性』にその真価があります。例えば、Apple社が 
サプライヤーに再生可能エネルギーへの切り替えを促すことで、年間1,500万トンの 
温室効果ガス削減に貢献すると発表した事例は、企業の取り組みがサプライチェー 
ン全体に広がる好例です。 
 
政策評価においては、単なるエネルギー消費量や排出量のデータだけでなく、再生 
可能エネルギーへの市場ニーズの変化、省エネ型製品の普及率、国民の節電意識の 
アンケート調査、さらには地域コミュニティでのマイクログリッド導入事例の増加などを指

標として取り入れるべきだと考えます。 
 
これにより、トップダウンの政策とボトムアップの市民行動が相互に作用し、相乗効果を

生み出しているかを評価することが可能になります。客観的な指標に落とし込むのは難

しい側面もありますが、行動変容を促す政策設計の有効性を測る上では不可欠な視点

だと考えています。」 
 
 
2-4: A to R（田中から佐藤へ）​
​ A（田中）： 「日本が2030年度の電源構成見通しで、再生可能エネルギーを約36% 

から38%に拡大する目標を掲げる一方で、LNG約20%、石炭約19%と化石燃料が依 
然として大きな割合を占める見込みです。この目標達成と、貴社が重視する安定供 
給や経済性の両立において、最も効果的な政策支援や規制緩和は何だとお考えです 
か？」 

 
R（佐藤）： 「2030年度の電源構成目標 を達成しつつ、安定供給と経済性を両立さ 
せるためには、多角的な政策支援が必要です。まず、再生可能エネルギーの導入を加 
速するための規制緩和とインセンティブ制度の強化が不可欠です。特に、大規模な 
洋上風力発電や地熱発電など、導入に時間とコストを要する電源の開発促進には、 
許認可プロセスの簡素化や初期投資への補助金が有効です。 
 
次に、再生可能エネルギーの出力変動を吸収し、安定した電力供給を可能にするた 
めの送配電網の強化、つまりスマートグリッド技術への投資支援も重要です。ま 
た、蓄電技術のR&D投資や導入支援も不可欠です。 
 
一方で、化石燃料への依存度がすぐにゼロになるわけではないため、既存の火力発 
電所のCO2排出量を削減する技術、例えばCCS（Carbon Capture and Storage）の 
技術開発と実用化支援も継続して必要です。 
 
『3E+S』の理念 に基づき、安全性（Safety）を大前提とした上で、安定供給（ 
Energy Security）、経済効率性（Economic Efficiency）、環境適合（Environment） 
をバランスよく実現するための、総合的なエネルギー政策の策定と着実な実行を政 
府には求めたいです。」 



2-5: C to R（山田から佐藤へ）​
​ C（山田）： 「貴社が提供するエネルギーサービスは、私たちの日常生活に不可欠 

な基盤であり、人々の暮らしの質に直結します。貴社のような企業が、単にエネル 
ギーを供給するだけでなく、『エネルギーの民主化』や『地域共生型のエネルギー 
システム』の構築にどのように貢献できるとお考えですか？例えば、再生可能エネ 
ルギーを市民が共同で所有・運営するような仕組みへの支援は可能でしょうか？」 

 
R（佐藤）： 「『エネルギーの民主化』や『地域共生型システム』という視点は非 
常に重要であり、我々もその可能性を探っています。現在、電力会社が提供する 
『再生可能エネルギー利用プラン』 の活用が、企業・個人がクリーンエネルギーを 
使用する最も簡単な方法ですが、今後はさらに多様な選択肢を提供していく必要が 
あると考えています。具体的には、地域住民が参加する形での小規模再生可能エネ 
ルギー発電事業（市民発電所など）への技術的支援や、初期段階のコンサルティン 
グを検討できます。また、EV充電インフラの整備 においても、地域単位での分散型 
電源との連携を強化することで、地域内でのエネルギー自給率向上に貢献できるで 
しょう。我々は、電力の安定供給を担う事業者として、単に中央集権的な供給を行 
うだけでなく、地域の特性に応じたエネルギーソリューションの提供や、新たなエ 
ネルギービジネスモデルの創出にも積極的に関与していくことで、SDGs目標7の 
『普遍的アクセス』 をより深い意味で実現できると考えています。」 

 
 
2-6: C to A（山田から田中へ）​
​ C（山田）： 「貴殿は政策効果を分析される際、SDGs目標7のターゲットの中でも 

特に『インフラ拡大と技術向上』が重要であると認識されていると思います。この 
インフラ拡大や技術向上を、世界の電力不足地域の人々が『自分ごと』として捉 
え、能動的に参加できるような政策としてどのように設計すべきだとお考えです 
か？」 

 
A（田中）： 「世界の電力不足地域におけるインフラ拡大や技術向上は、確かに受 
益者である人々が『自分ごと』として捉え、能動的に参加できるような政策設計が 
成功の鍵です。これは、単に援助として設備を導入するだけでなく、現地のニーズ 
と文化に合わせたソリューションの提供を意味します。例えば、SDGs目標7のター 
ゲット7.bには、『開発途上国、特に後発開発途上国及び小島嶼開発途上国、内陸開 
発途上国のすべての人々に現代的で持続可能なエネルギーサービスを供給できるよ 
う、インフラ拡大と技術向上を行う』と明記されています。 
 
政策としては、まず『安価かつ信頼できる現代的エネルギーサービスへの普遍的ア 
クセス』 を確保するために、地域分散型の小型再生可能エネルギーシステム（オフ 
グリッドシステム）の導入支援を強化すべきです。同時に、現地の住民がシステム 
の設置、運用、維持管理に関わる機会を提供し、技術移転や能力開発プログラムを 
組み込むことで、自立的なエネルギー管理を促進します。これにより、電力供給だ 
けでなく、雇用創出や教育機会の向上、そして地域経済の活性化にも繋がり、貧困 
の解消にも影響を与え、持続可能な発展を促せると考えています。国際協力の強化 
もターゲット7.aに示されており、国際的な枠組みの中で現地参加型のプロジェクト 
を推進していくことが重要です。」 

 



3. PIVOT Q（それぞれの視点が依拠している前提条件（スパイラル
の回転軸）を明らかにする質問） 
3-1: R to A（佐藤から田中へ）​
​ R（佐藤）： 「貴殿の分析は、客観的なデータと数値目標に基づいています。しか 

し、これらのデータは過去の延長線上にあるか、あるいは特定のモデル予測に基づ 
いていることが多いと思います。貴殿が前提とする『未来のエネルギー需要と供給 
の予測』は、技術革新や予期せぬ社会変化（例えば、今回のコロナ禍による消費電 
力の変化 やデータセンターの消費電力の爆発的な増加予測）に対して、どの程度の 
柔軟性や不確実性を含んでいると見ていますか？分析の『回転軸』は何ですか？」 

 
A（田中）： 「私の分析の『回転軸』は、『常に変動する社会と環境のダイナミク 
スを、最新のデータと科学的知見に基づいて客観的に評価し、最適な政策選択肢を 
提示すること』です。未来のエネルギー需要と供給の予測には、ご指摘の通り常に 
不確実性が伴います。例えば、コロナ禍がデジタル化を加速させ、消費電力量を増 
加傾向にさせた ことや、IT業界の電力使用量が2050年には2018年度比で約168倍に 
増加する予測 は、従来の予測モデルに大きな修正を迫るものです。そのため、私は 
『予測そのもの』よりも『予測を継続的に更新し、政策にフィードバックするシス 
テム』を重視しています。具体的には、短期的なエネルギー動向だけでなく、中長 
期的な技術開発ロードマップ（例えば、再生可能エネルギーのコスト低減目標 や 
CCS技術の進展）、人口動態、国際情勢など、多様な要素を複合的に考慮したシナ 
リオ分析を繰り返し行い、政策の柔軟性を確保するよう提言しています。つまり、 
単一の予測に固執せず、常に複数の選択肢とリスクを視野に入れ、状況に応じて政 
策を修正できる適応能力を前提としています。」 

 
 
3-2: R to C（佐藤から山田へ）​
​ R（佐藤）： 「貴殿は価値観や意識変革に重きを置かれていますが、人々が行動を 

変えるには、経済的なインセンティブや利便性といった『現実的な誘因』が不可欠な場合

が多いのも事実です。貴殿の提唱する『新しい価値観』は、そうした現実的な制約や誘因

とどのように折り合いをつけ、あるいはそれを超える形で浸透していくと想定されています

か？貴殿の活動の『回転軸』は何ですか？」 
 

C（山田）： 「私の活動の『回転軸』は、『人々の内なる動機と、持続可能な未来 
への共感を最大限に引き出すこと』です。確かに、経済的なインセンティブや利便 
性は行動変容の強力な誘因となります。しかし、それだけでは表面的な変化に終わ 
り、真の持続可能性や脱炭素社会の実現には繋がりません。私は、SDGs目標7が訴 
える『エネルギーをみんなに そしてクリーンに』 というビジョンは、単なる経済合 
理性を超えた倫理的・社会的な価値を内包していると信じています。例えば、電力 
不足地域の人々が電気を使えるようになることでの生活水準の向上 や、地球温暖化 
による食糧不足・水資源不足・病気の増加などのリスク回避 といった『共感』は、 
人々が主体的に節電 や再生可能エネルギー導入プランの選択 をする強い動機となり 
得ます。我々は、そうした『共感』を呼び起こすための情報提供や、スマートホー 
ム のような『環境に配慮することが結果的に便利で経済的である』というポジティ 
ブな体験のデザインを重視しています。つまり、経済合理性と倫理的価値が対立す 
るものではなく、新しい価値観が経済合理性をも包含するような社会システムへの 
転換を前提としています。」  



3-3: A to C（田中から山田へ）​
​ A（田中）： 「貴殿は、エネルギー不足が人々の日常生活を制限すると述べ、再生 

可能エネルギーが貧困の解消にも影響を与えると強調されました。これはSDGsの根 
幹をなす考え方ですが、貴殿が前提とする『公平性』や『普遍的アクセス』の実現 
は、社会的な不平等や、途上国における既存の権益、あるいは汚職といった『政治 
的・社会的な構造的課題』にどのように対処していくことで可能になるとお考えで 
すか？貴殿の価値観の『回転軸』は何ですか？」 

 
C（山田）： 「私の価値観の『回転軸』は、『普遍的な人々の尊厳と、地球の持続 
可能性への深いコミットメント』です。エネルギーの公平なアクセスを阻む最大の 
障壁は、経済格差だけでなく、ご指摘のような政治的・社会的な構造的課題にあり 
ます。例えば、ブンアン2石炭火力発電事業における『適切な住民参加の欠如』や 
『複合汚染問題』 は、まさに既存の権益構造が環境と人権に与える悪影響を示して 
います。これらの問題に対処するために、まず『情報公開と透明性の確保』が不可 
欠です。次に国際的なNGOや市民社会組織との連携を通じて、現地住民の声を政策 
決定プロセスに反映させる『住民参加型のアプローチ』を強化すべきです。また、 
クリーンな調理用の燃料の普及 のように、最貧困層の人々のニーズに直接応える、 
小規模で分散型のソリューションに焦点を当てることも重要です。これは、大規模 
プロジェクトだけでなく、草の根レベルでのエンパワーメントを重視するという考 
え方です。最終的には、人権デューデリジェンスの強化など、企業や政府が環境・ 
社会・人権に配慮した行動をとることを法的に義務付け、違反した場合の責任を明 
確にすることで、構造的な課題の是正を目指します。つまり、倫理的価値観が社会 
システムを根本から変革する原動力となることを前提としています。」 

 
 
3-4: A to R（田中から佐藤へ）​
​ A（田中）： 「貴社は、石炭火力発電が『低コストで発電できる』という経済性を 

重視する前提を持っていますが、国際環境NGOからは、ブンアン2石炭火力発電事 
業が『再エネの方が低コスト（大気汚染対策コストも含む）だと算出されている』 
ことや、『収支が損失になると算出されている』といった指摘も出ています。貴社 
が前提とするこの『経済性の評価軸』は、将来的に環境コストや社会的コスト（気 
候変動による影響、健康被害など）をより包括的に含んだものへと進化する必要が 
あるのではないでしょうか？貴社の経済性判断の『回転軸』は何ですか？」 

 
R（佐藤）： 「当社の経済性判断の『回転軸』は、『現時点における最も効率的か 
つ安定的なエネルギー供給の実現』です。石炭火力発電の経済性については、外部 
コスト（大気汚染、CO2排出による気候変動など）をどう内部化するかという議論 
が重要であると認識しています。現時点では国際的な排出権取引制度や炭素税など 
が十分に確立されておらず、すべての環境コストが発電コストに直接的に反映され 
ていないという現実があります。しかし、当社も『地球温暖化対策計画』 や『2050 
年カーボン・ニュートラル』の達成目標を強く意識しており、長期的な視点での経 
済性評価の進化は不可欠だと考えています。具体的には、再生可能エネルギーの発 
電コストの急速な低下を注視し、これを主力電源にしいくための技術開発投資を強 
化しています。石炭火力発電についても、高効率化やCO2排出削減技術への投資を 
継続し、将来的な規制強化や炭素価格上昇のリスクを織り込んだ長期的な投資判断 
を行うよう努めています。単年度の採算性だけでなく、数十年単位での社会・環境 
コストを含めたトータルコストで評価する方向性へと、経済性判断の『回転軸』を 
シフトさせていかなければならないと考えています。」 



 
 

3-5: C to R（山田から佐藤へ）​
​ C（山田）： 「貴殿は、日本のエネルギー自給率の低さから化石燃料の輸入に頼ら 

ざるを得ない現状を指摘されました。しかし、この『海外からのエネルギー資源輸 
入に依存する』という現在のシステムそのものが、グローバルな紛争リスクや環境 
負荷の外部化、そして途上国の資源搾取といった問題を引き起こす可能性があると 
いう、倫理的な課題を抱えているのではないでしょうか？貴殿が前提とする『エネ 
ルギー安全保障の定義』は、どのように再考されるべきだとお考えですか？貴社の 
安定供給の『回転軸』は何ですか？」 

 
R（佐藤）： 「当社の安定供給の『回転軸』は、『国民生活と産業活動を支える、 
途切れないエネルギー供給の確保』です。 
 
ご指摘の『海外資源依存に伴う倫理的課題』は、我々が深く認識し、解決すべき重 
要な問題です。現在のエネルギー安全保障の定義は、主に供給途絶リスクの回避 
と、経済合理性に焦点を当てていますが、今後はこれに『環境適合性』と『人権・ 
社会配慮』という視点をより強く組み込む必要があります。 
 
具体的には、国産エネルギーである再生可能エネルギーの最大限の導入加速は、自 
給率改善と共に、グローバルな倫理的課題の緩和にも貢献します。 
 
また、輸入する化石燃料についても、サプライチェーンにおける人権・環境デュー 
デリジェンスを強化し、調達先の透明性を高める努力を怠りません。 
 
さらに、『スマートシティ』のような地域分散型のエネルギーシステムや、家庭や 
企業が自ら再生可能エネルギーを導入する など、地域ごとのエネルギー自立度を高 
める取り組みも重要だと考えています。 
 
これにより、特定の地域や資源に過度に依存するリスクを分散し、より多角的でレ 
ジリエントなエネルギー安全保障体制を築くことを目指します。 
 
つまり、安定供給の『回転軸』を、単なる量的な確保から、質的な持続可能性と倫 
理的調和へと拡張する必要があります。」 

 
 

 



3-6: C to A（山田から田中へ）​
​ C（山田）： 「貴殿は、日本は2030年度の温室効果ガス排出量を46%減、2050年に 

は排出実質ゼロを目標としていると述べられました。これは非常に意欲的な数値目 
標ですが、これらを達成するための政策は、『トップダウンの規制やインセンティ 
ブ』に重点を置いているように見受けられます。 
 
貴殿が前提とする『社会変革のメカニズム』は、国民一人ひとりの意識や行動が、 
数値目標達成にどの程度貢献し、また、その貢献を最大化するためにどのような政 
策的アプローチが必要だとお考えですか？貴殿の政策論の『回転軸』は何です 
か？」 

 
A（田中）： 「私の政策論の『回転軸』は、『科学的根拠に基づき、最も効率的か 
つ効果的に社会全体を望ましい未来へと誘導する制度設計』です。 
 
ご指摘の通り、数値目標達成にはトップダウンの政策が不可欠ですが、国民一人ひ 
とりの意識と行動の貢献は、その目標達成を加速させ、より強固で持続可能な社会 
変革を生み出す上で極めて重要だと認識しています。 
 
例えば、日本の年平均気温が100年で1.28℃上昇していることや、CO2排出量の大部 
分がエネルギー転換部門、産業部門、運送部門から来ている という事実は、国民の 
理解と行動がなければ、抜本的な変化は難しいことを示唆しています。 
 
政策的アプローチとしては、単なる規制だけでなく、『ナッジ理論』 のような行動 
経済学の知見を取り入れ、人々が自ら望ましい選択をするよう促す仕組みを強化す 
べきです。 
 
具体的には、エネルギー消費量の『見える化』を促進するスマートメーターの普及  
や、再生可能エネルギーを選択することの経済的・社会的なメリットを明確に提示 
する情報提供、さらには市民参加型の再エネプロジェクトへの支援 などが考えられ 
ます。 
 
これにより、国民が『当事者意識』を持ち、自主的に脱炭素社会の実現に貢献でき 
るような『環境を整える』ことが、私の前提とする社会変革のメカニズムにおける 
重要な要素です。 
 
つまり、政策は単なる強制ではなく、人々の潜在的な行動力を引き出す『触媒』で 
あるべきだと考えています。」 

 



第4ステップ：二次立論 
質問で得られた知見を参考に、3つの視点を統合し再構築した新しい枠組みを提示します。各グ
ループが「自分の視点を保ちながら、他の視点も活かす方法」を提案し、メタな視点を確保しま

す。 
 
 
R（佐藤 健太：REALIST）の二次立論：  
「循環質問を通じて、技術的な実現性と経済性だけではSDGs目標7の達成は難しいと再認識し
ました。特に、再生可能エネルギーのコスト低減 や不安定性への対処 は喫緊の課題ですが、市
民の意識変革が市場ニーズを形成し、新たな技術投資を促すという山田さんの視点 [2-2: C to 
R] や、政策が長期的な経済性評価に環境コストを組み込むべきという田中さんの指摘 [3-4: A 
to R] は、我々の事業戦略に不可欠な視点です。 
 
今後は、電力の『安定供給』の定義を拡張し、単に供給量を確保するだけでなく、『クリーンでレジ

リエントなエネルギーシステムを安定的に構築・運用する』ことを目指します。具体的には、大規

模な再エネ発電所と、地域分散型・市民参加型の再エネを統合する『ハイブリッド型グリッド』の

実現に注力します。 
 
これには、送配電網のデジタル化（スマートグリッド化） [2-4: A to R]、高性能蓄電池や水素エネ
ルギーなどの貯蔵技術の開発と普及、そしてAIを活用した電力需要予測と供給最適化が不可欠
です。 
 
既存の火力発電については、CO2回収・貯留（CCS）技術の早期実用化を進めつつ [2-4: A to 
R]、国際的な排出削減目標に合わせた段階的かつ計画的なフェーズアウトを検討します。これに
より、技術的な実現性と経済性を維持しながら、環境適合性、さらには倫理的調和までも包含し

た、より高次元の『エネルギー安全保障』を追求することが可能になると考えます。」 
 
 

 



A（田中 聡美：ANALYST）の二次立論：  
「これまでの議論を通して、政策の有効性は、単に数値目標の達成度だけでなく、『社会全体が

主体的に関わり、価値観を共有できるか』にかかっていることを強く認識しました。 
 
特に、電力不足地域の人々が『自分ごと』として再生可能エネルギーの導入に参加することの重

要性 [2-6: C to A] や、IT業界の電力需要爆増 のような予期せぬ変化への対応 [3-1: R to A] 
は、政策の柔軟性と適応能力の必要性を示しています。 
 
私の視点から見た新しい枠組みは、『データと科学的根拠に基づく、市民協働型・適応型エネル

ギー政策』です。具体的には、2030年温室効果ガス46%削減、2050年カーボンニュートラル とい
う目標達成のため、再生可能エネルギーの導入を加速させるための多角的なインセンティブ制

度と規制緩和を強化します [2-4: A to R]。 
 
これに加え、LCA視点でのCO2排出量評価 [1-6: C to A] を政策決定の必須項目とし、電気自動
車の生産時CO2排出 のような隠れた環境負荷も考慮に入れます。 
 
さらに、企業や個人の省エネ行動や再エネ導入を促進するための情報提供の『見える化』と、行

動変容を促す『ナッジ』のようなソフト施策 [3-6: C to A] を、トップダウンの政策と融合させます。 
 
国際協力においては、開発途上国への再エネ技術移転だけでなく、運用・維持管理能力の構築

支援や現地住民のエンパワーメント [2-6: C to A] に焦点を当て、持続可能なエネルギーサービ
スへの普遍的アクセスを実現します。 
 
これにより、政策が単なる強制ではなく、社会全体の自発的な変革を後押しする『道しるべ』とし

ての役割を果たすことができるでしょう。」 
 

 



C（山田 恵子：CREATOR）の二次立論：  
「今回の議論を通じて、価値観と行動変容が、技術革新や政策立案と不可分な関係にあることを

改めて確信しました。 
 
特に、再生可能エネルギーの不安定性やコストという現実的課題 に対し、消費者の選択や意識
が技術開発と投資を後押しするという佐藤さんの意見 [2-2: R to C]、また、政策が構造的な不平
等にも目を向け、人々の参加を促すべきという田中さんの提言 [3-3: A to C] は、私の視点をより
強固なものにしてくれました。 
 
私の提唱する新しい枠組みは、『共感と参加を核とする、持続可能なエネルギーライフスタイル

創出モデル』です。 
 
私たちは、地球温暖化によるリスクや、世界の電力不足地域の人々の現実を、より多くの人々が

『自分ごと』として捉えられるよう、感情に訴えかけるストーリーテリングと具体的な行動機会を提

供します。 
 
例えば、『スマートホーム』の普及 や、『クリーンな調理用の燃料』の選択肢の提示を、単なる節
約や便利さだけでなく、『地球と未来への貢献』という価値観と結びつけて訴求します。 
 
企業に対しては、Apple社の事例 のように、サプライチェーン全体でのカーボンニュートラルを目
指すような倫理的な経営を促し、消費者との間に信頼関係を築くことを推奨します。 
 
また、『エネルギーの民主化』 [2-5: C to R] を推進するため、地域主導の再生可能エネルギープ
ロジェクトへの市民参加を容易にするプラットフォームの構築や資金調達支援を呼びかけます。 
 
これにより、人々がエネルギーの『利用者』から『創り手』へと意識を変え、持続可能な社会を共

に築き上げる『当事者』となることを目指します。 
 
これは、単なる妥協ではなく、倫理的価値観が社会のあらゆる層に浸透することで、経済合理性

と技術革新を内包する、より豊かな未来を創造するというメタな視点です。」 
 

 



第5ステップ：協働創発立論 
3つのグループが協働して「第4の解決策」を創出します。誰も最初には考えていなかった道を探
し、Win-Win-Winを超えた「創発的価値」を発見します。 
 
協働創発立論：『ダイナミック・レジリエント・エネルギー・エコシステム（DREE）』の構築 
 
これまでの議論を踏まえ、私たちはSDGs目標7の達成に向けた「第4の解決策」として、『ダイナ
ミック・レジリエント・エネルギー・エコシステム（DREE）』の構築を提案します。これは、単なるエ
ネルギー供給システムの効率化に留まらず、技術、政策、そして市民の価値観と行動が有機的

に連携し、予測不能な未来にも適応し、かつ誰もが公平に恩恵を受けられる、次世代型のエネル

ギー共生社会を目指すものです。 
 
R（佐藤：実現性軸）の貢献：​
DREEの基盤となるのは、多様な電源を統合し、出力変動を最適に制御する『デジタルグリッド
（スマートグリッド）』の実現です [2-4: A to R]。これには、高性能な蓄電池システムや、余剰電力
を水素に変換して貯蔵・利用する技術 の開発・普及が不可欠です。 
 
また、既存の火力発電所にはCO2回収・貯留（CCS）技術を導入し [2-4: A to R]、段階的な脱炭
素化を加速させつつ、災害時にも機能するレジリエントな分散型エネルギーシステム（例えば、地

域ごとのマイクログリッド）の導入を推進します。 
 
これは、エネルギー安全保障を『国内資源の最大限活用と多様な供給源の連携』へと再定義し、

不確実な未来に備えるものです [3-5: C to R]。 
 
 
A（田中：影響範囲軸）の貢献：​
DREEを機能させるためには、政策が『全体最適』を目指し、各セクター間の連携を促す必要が
あります [2-4: A to R]。具体的には、データセンターの電力消費爆増 に対応するため、IT機器の
エネルギー効率向上とソフトウェアによる電力最適化を促進するグリーンIT政策を強化します。 
 
また、再生可能エネルギーの導入目標をさらに引き上げ、そのための送配電網整備や研究開発

への国家的な投資を優先します。さらに、『ライフサイクルアセスメント（LCA）視点』 [1-6: C to A] 
でのCO2排出量評価を義務化し、製品やサービスの真の環境負荷を透明化することで、市場と
消費者の健全な選択を促します。 
 
国際的には、エネルギー不足地域への技術・資金協力を、単なる援助ではなく『持続可能な発展

のためのパートナーシップ』として再構築し、現地の能力開発と自立を支援します [2-6: C to A]。 
 

 



C（山田：価値観軸）の貢献：​
DREEの中心には、『エネルギーをみんなで創り、分かち合う』という新しい市民意識と行動様式
があります [2-5: C to R]。これは、単なる節電や再エネ選択に留まらず、地域コミュニティでの
『市民電力』プロジェクトの立ち上げ支援や、スマートホーム技術の活用を通じたエネルギー消費

の『自分ごと化』を推進します。 
 
特に、教育プログラムを通じて次世代がエネルギー問題に主体的に関われるよう支援し,、倫理
的な消費行動が経済合理性をもたらすという成功体験を創出します [2-2: R to C]。 
 
また、クリーンな調理用燃料の普及 など、最貧困層や開発途上国の具体的な生活改善に直結
するソリューションを、現地住民のニーズと価値観を尊重した形で展開します。 
 
これにより、技術と政策だけでは解決できない『不平等』や『無関心』という社会的な壁 を、共感と
参加の力で乗り越えることを目指します。 
 
このDREEは、『エネルギーの安定供給』『環境適合性』『経済性』という従来の3E+S に、『社会
包摂性（Inclusivity）』と『適応性（Adaptability）』という新たな価値軸を加えることで、SDGs目標7
の達成に貢献するだけでなく、持続可能な社会全体の基盤を創り出すことを目指します。これ

は、『正解を探すのではなく、より良い理解を共に創る』 [ユーザーの指示] というスパイラログの
精神そのものです。 
 

今日の対話で最も驚いた発見： 
R（佐藤 健太）：  
「最も驚いたのは、個人の節電やスマートホームのような小さな行動変容が、単なる消費量削減

に留まらず、市場全体に明確なシグナルを送り、再生可能エネルギーへの大規模投資を後押し

する可能性があるという山田さんの視点です [2-2: R to C]。これまで技術者として、いかに効率
的かつ大規模に供給するかばかりを考えていましたが、需要側の『価値観のシフト』が、技術導

入の『実現性』と経済性をも変えうる、という相互依存関係に新たな発見がありました。」​
 
A（田中 聡美）：  
「私の驚きは、電気自動車の生産時のCO2排出量がガソリン車の約2倍多いという佐藤さん、山
田さんの指摘です。政策立案者として、これまで普及台数や走行時の排出量に注目しがちでした

が、製品のライフサイクル全体での排出量を考慮した『真の脱炭素化』という視点が、政策の『全

体最適』を図る上でいかに重要かを痛感しました。これからは、『矛盾と課題』 を隠さず、LCA評
価を政策に組み込む必要性を強く感じています。」​
 
C（山田 恵子）： 
 「私が最も驚いたのは、佐藤さんが『エネルギー安全保障の定義を、単なる量的な確保から、質
的な持続可能性と倫理的調和へと拡張する』という具体的な言葉で表現されたことです [3-5: C 
to R]。私の活動は『共感』や『倫理』といった抽象的な価値観が中心ですが、それが大規模なエ
ネルギー企業の『安定供給』という最も現実的な基盤の定義にまで影響を与えうるという、価値

観と実現性の深い相互作用に感動しました。これは、対立軸ではなく補完軸として議論すること

の大きな成果だと感じています。」 
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